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(百万円未満切捨て)

１．2023年３月期第３四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 EBITDA 営業利益 経常利益
親会社株主に
帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第３四半期 5,470 13.7 1,020 17.4 860 21.3 847 25.0 516 38.0

2022年３月期第３四半期 4,812 47.0 869 101.8 709 164.6 677 149.0 374 193.9
(注) 包括利益 2023年３月期第３四半期 535百万円( 41.3％) 2022年３月期第３四半期 379百万円( 209.2％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第３四半期 40.69 39.46

2022年３月期第３四半期 28.86 27.39
　

(注)１．EBITDA=営業利益+減価償却費+のれん償却額
２．当社は、2022年７月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益を算定しております。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期第３四半期 5,101 3,449 67.6

2022年３月期 6,004 3,935 65.5
(参考) 自己資本 2023年３月期第３四半期 3,449百万円 2022年３月期 3,935百万円
　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － 0.00 － 18.00 18.00

2023年３月期 － 6.00 －

2023年３月期(予想) 7.00 13.00
(注)１． 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有

２．当社は、2022年７月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。2023年
３月期（予想）の配当金については、当該株式分割の影響を考慮して記載しております。

　　



３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 EBITDA 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,200 11.3 1,137 20.3 930 27.5 900 29.0 505 35.2 40.10
(注)１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
　

　２．EBITDA=営業利益+減価償却費+のれん償却額
３．当社は、2022年７月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。2023年

３月期の連結業績予想の１株当たり四半期純利益につきましては、当該株式分割が2023年３月期の期首に行わ
れたと仮定して算定しております。

※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無
　　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料P.6「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項
（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期３Ｑ 13,580,400株 2022年３月期 13,401,200株

② 期末自己株式数 2023年３月期３Ｑ 1,256,900株 2022年３月期 －株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期３Ｑ 12,704,439株 2022年３月期３Ｑ 12,974,201株

（注）当社は、2022年７月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。前連結
会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数
を算定しております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当社は「人と企業の可能性を広げ、世界を豊かにする」をビジョンとして掲げ、顧客企業の中長期的な課題に対

して「人と組織」の側面からアプローチし、持続的な企業価値向上のために必要なサポートをしております。当社

の主要顧客である日本の大企業を取り巻く経営環境は複雑化する一方、持続的な企業価値向上を実現する手段とし

ての人的資本投資に対する関心や、コーポレートガバナンス・コードの変革を起点とした次世代の経営幹部候補・

ミドルマネジメント育成に対する関心が高まっています。時代と共に変化する個社固有の経営課題に合わせ、人材

組織戦略を紐づけることの難しさに対するソリューションは、当社の競争優位性の源泉です。中長期を見据えた次

世代の人材・組織作りを通じ、より一層の企業価値向上を目指す顧客企業側のニーズが力強く続いており、当第３

四半期連結累計期間の業績は堅調に推移しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高5,470,153千円（前年同期比13.7％増）、EBITDA（営業利

益+減価償却費+のれん償却額）1,020,276千円（同17.4％増）、営業利益860,354千円（同21.3％増）、経常利益

847,178千円（同25.0％増）となりました。一方で、RISE Japan株式会社が手掛けている事業からの撤退に伴う減損

損失86,781千円、事業撤退損失25,449千円が発生したものの、親会社株主に帰属する四半期純利益516,907千円（同

38.0％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

（資産の部）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は5,101,161千円（前連結会計年度末比903,813千円減）となりました。

流動資産は2,959,579千円（同657,338千円減）となりました。これは、主に自己株式の取得等の要因により、現

金及び預金が885,966千円減少したためです。また、固定資産は2,141,581千円（同246,474千円減）となりまし

た。これは、主に子会社のRISE Japan株式会社が手掛けている事業からの撤退に伴う減損損失の計上等により有

形固定資産が63,614千円減少、及び無形固定資産ののれんを141,170千円償却し減少したためです。

（負債の部）

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は1,651,206千円（同417,796千円減）となりました。流動負債は

1,472,847千円（同233,574千円減）となりました。これは、主に買掛金が152,054千円増加した一方で、その他流

動負債が265,582千円減少したためです。また、固定負債は178,358千円（同184,221千円減）となりました。これ

は、主に長期借入金の流動負債への振替により181,032千円減少したためです。

（純資産の部）

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は3,449,954千円（同486,016千円減）となりました。これは、主に親会

社株主に帰属する四半期純利益516,907千円により利益剰余金が増加した一方で、剰余金の配当194,353千円及び

自己株式取得により849,936千円減少したためです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　当社は、本日(2023年２月10日)に2023年３月期の通期連結業績予想の上方修正及び配当予想の修正に関する開示

を公表しております。詳細につきましては、「連結業績予想の修正及び期末配当予想の修正（増配）に関するお知

らせ」をご参照ください。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,963,188 2,077,221

売掛金 584,910 811,139

仕掛品 7,177 9,127

貯蔵品 1,823 1,199

その他 59,818 60,891

流動資産合計 3,616,918 2,959,579

固定資産

有形固定資産 127,964 64,350

無形固定資産

のれん 1,788,165 1,646,994

その他 13,076 9,665

無形固定資産合計 1,801,241 1,656,659

投資その他の資産 458,849 420,571

固定資産合計 2,388,055 2,141,581

資産合計 6,004,974 5,101,161

負債の部

流動負債

買掛金 497,074 649,129

1年内返済予定の長期借入金 242,976 242,976

未払法人税等 325,846 33,321

賞与引当金 26,183 169,861

役員賞与引当金 - 28,800

その他 614,341 348,759

流動負債合計 1,706,422 1,472,847

固定負債

長期借入金 302,888 121,856

資産除去債務 49,882 50,090

その他 9,810 6,412

固定負債合計 362,580 178,358

負債合計 2,069,003 1,651,206

純資産の部

株主資本

資本金 1,001,173 1,012,373

資本剰余金 1,268,810 1,280,010

利益剰余金 1,660,984 1,983,538

自己株式 - △849,936

株主資本合計 3,930,967 3,425,985

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 4,366 23,364

その他の包括利益累計額合計 4,366 23,364

非支配株主持分 636 605

純資産合計 3,935,971 3,449,954

負債純資産合計 6,004,974 5,101,161
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 4,812,509 5,470,153

売上原価 2,304,440 2,642,462

売上総利益 2,508,068 2,827,691

販売費及び一般管理費 1,798,727 1,967,336

営業利益 709,341 860,354

営業外収益

受取利息 67 122

受取配当金 100 250

受取補償金 2,595 5,127

補助金収入 297 1,479

その他 515 1,359

営業外収益合計 3,576 8,337

営業外費用

支払利息 3,784 2,518

支払補償費 1,459 1,913

株式交付費 8,598 -

上場関連費用 6,858 -

投資有価証券評価損 14,226 -

自己株式取得費用 - 8,678

為替差損 507 8,403

営業外費用合計 35,435 21,514

経常利益 677,482 847,178

特別損失

減損損失 - 86,781

事業撤退損失 - 25,449

特別損失合計 - 112,230

税金等調整前四半期純利益 677,482 734,947

法人税等 303,090 218,071

四半期純利益 374,391 516,876

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △102 △31

親会社株主に帰属する四半期純利益 374,494 516,907

　



株式会社セルム(7367) 2023年３月期 第３四半期決算短信

－5－

四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 374,391 516,876

その他の包括利益

為替換算調整勘定 4,860 18,997

その他の包括利益合計 4,860 18,997

四半期包括利益 379,251 535,873

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 379,354 535,905

非支配株主に係る四半期包括利益 △102 △31
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2022 年５月27 日の取締役会における決議及び2022 年７月12 日の取締役会における一部変更の決議

に基づき、自己株式1,256,900株の取得を行っております。この結果、当第３四半期連結累計期間において、自己

株式が849,936千円増加しております。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用し

ております。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価

算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針

第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当社グループのうち、親会社及び国内子会社は有形固定資産（建物及び2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備を除く）の減価償却方法について、従来、定率法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間

より定額法に変更しております。

　この変更は、出社を要しない新しい働き方が普及・浸透した外部環境の変化に対応するために実施した当社

の本社事務所のレイアウト工事を契機に、固定資産の使用実態について見直しを実施した結果、国内における

固定資産の使用状況は取得後の各連結会計年度において安定的に推移すると見込まれるため、定額法による減

価償却を行うことがより合理的に有形固定資産の使用実態を反映できると判断したことによるものでありま

す。

　これによる、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益への影響は軽微

であります。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の拡大は経済や企業活動に広範な影響を与える事象となっており、その終息は更に

長期化する様相を呈しております。しかしながら、今後の当社グループの業績へのインパクトは小さなものと見

込んでおります。

　以上の外部的要因と、内部的な当社グループの状況等を踏まえ、繰延税金資産の回収可能性やのれん及び有形

固定資産の減損損失の認識の判定等にかかる会計上の見積りを行っております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループの報告セグメントは、研修事業を中心とした人材開発・組織開発事業とその他事業がありますが、

人材開発・組織開発事業の割合が高く、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略し

ております。
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（重要な後発事象）

（業績条件付有償ストック・オプションの発行）

　当社は、2023年１月10日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当

社の取締役及び従業員並びに当社子会社の従業員に対し、下記のとおり株式会社セルム第４回新株予約権（以

下、「本新株予約権」という。）を発行することを決議し、2023年２月９日に発行しました。

なお、本新株予約権は、本新株予約権を引き受ける者に対して公正価格にて有償で発行されるものであり、特

に有利な条件ではないことから、株主総会の承認を得ることなく実施いたします。また、本新株予約権は、本新

株予約権を引き受ける者に対する報酬としてではなく、個人の個別の投資判断に基づき引き受けが行われるもの

です。

I. 新株予約権の募集の目的及び理由

　当社は、中長期的な業績拡大及び企業価値の向上を目指すにあたり、2022年５月13日付け「中期経営計画変更

に関するお知らせ」に記載の修正後の中期経営計画（2023年３月期〜2025年３月期）における業績目標達成のよ

り一層の意欲及び士気を向上させ、業績拡大へのコミットメントをさらに高めることを目的として、当社の取締

役及び従業員並びに当社子会社の従業員に対し、新株予約権を発行いたします。

　なお、本新株予約権がすべて行使された場合、発行決議日現在の発行済み株式総数の13,580,400株に対し最大

で5.4%の希薄化が生じます。しかし、本新株予約権は、2024年３月期から2025年３月期までのいずれかの事業年

度におけるEBITDAに関する業績目標の達成が行使条件とされており、その業績目標が達成されることは、当社の

企業価値・株主価値の向上に資するものと認識しております。このため、本新株予約権の発行は、当社の既存株

主の皆様の利益に貢献できるものであり、本新株予約権の発行による株式の希薄化への影響は合理的な範囲のも

のと考えております。また、これまで取得した自己株式を、今般の有償ストック・オプションとして活用する用

途とは別に、当社はより一層の事業成長を実現する手段として戦略的M&Aを位置づけており、その対価としても

一定の自己株式を継続保有する方針です。今後も戦略的M&Aを推進するにあたって必要となる自己株式の段階的

取得や、株式需給のバランスを勘案した自己株式の一部消却等も見据え、当社の事業戦略と資本戦略を連動させ

た資本政策を機動的に展開してまいります。

II. 新株予約権の発行要項

１ 新株予約権の数

7,350個

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式735,000株

とし、下記「新株予約権の目的たる株式の種類および数またはその算定方法」の規定により本新株予約権にかか

る付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に本新株予約権の数を乗じた数とする。

２ 募集新株予約権の払込金額

本新株予約権1個あたりの発行価額は、4,167円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である株式会社わ

かば経営会計が、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルであるモンテカルロ・シミ

ュレーションによって算出した結果を参考に決定したものである。

３ 新株予約権の割当日

2023年２月９日
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４ 新株予約権の内容

(1)新株予約権の目的たる株式の種類および数またはその算定方法

本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とす

る。

　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権

のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる

１株未満の端株については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（又は併合）の比率

なお、「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数をそ

れぞれ意味するものとし、以下同じとする。

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の

調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で、付与株式数を適切に調整することができるものとする。

(2)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）

に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金587円とする。

　なお、本新株予約権の割当日後、当社が普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行

使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が普通株式につき時価を下回る１株あたりの払込金額での新株の発行ま

たは自己株式の処分を行う場合は（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換に

よる自己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げる。

既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にか

かる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。また、上記算式において使用する「時価」は、調整

後行使価額を適用する日の前日において有効な行使価額とする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合その他これ

らの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行う

ことができるものとする。

(3) 新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間は、2026年４月１日から2035年３月31日までとする。

　



株式会社セルム(7367) 2023年３月期 第３四半期決算短信

－9－

(4) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合、その端

数を切り上げる。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増

加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５ 譲渡制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。

６ 新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割り当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、2024年３月期から2025年３月期ま

でのいずれかの事業年度において、当社のEBITDAが、下記(a)号から(b)号に記載したいずれかの条件を充

たした場合、割り当てられた本新株予約権のうち、各号に掲げる割合(以下「行使可能割合」という。)を

上限として本新株予約権を行使することができる。また、2024 年３月期から2025年３月期までのいずれか

の事業年度において、下記(a)号から(b)号の条件のうち異なる条件を充たした場合には、各条件における

行使可能割合のうち最も高いもののみが適用される。

(a) 2024年３月期又は2025年３月期のいずれかの事業年度においてEBITDAが1,185,000千円を超過した場合

: 行使可能割合40％

(b) 2025 年3月期の事業年度においてEBITDAが1,362,000千円を超過した場合: 行使可能割合100％

　なお、上記におけるEBITDAの判定においては、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書にお

ける営業利益に、連結キャッシュ・フロー計算書に記載された減価償却費及びのれん償却額ならびに連結

財務諸表の注記に記載された株式報酬費用額を加算した額を参照するものとし、国際財務報告基準の適用

等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定め

るものとする。また、計算の結果各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の数に１個に満たない数が生

じたときは、これを切り捨てた数とする。

② 本新株予約権は、上記①に定める行使の条件を充たす場合において、以下の（i）号乃至（v）号に定める

条件に従って、その全部又は一部を行使できるものとする。なお、本新株予約権者は、以下の（i）号乃至

（v）号に定める期間が重複する期間においては、以下の（i）号乃至（v）号に定める条件を満たす本新株

予約権の個数を合計した個数の本新株予約権の全部又は一部を行使できるものとする。

（i） 2026年４月１日から2031年３月31日までは、割り当てられた新株予約権のうち上記①に定める行

使の条件を満たす新株予約権の個数の５分の１の個数（１個に満たない数が生じる場合は、これ

を切り捨てて計算した数とする。）の新株予約権を行使することができる。

（ⅱ） 2027年４月１日から2032年３月31日までは、前号の定めに従い前号の期間において行使できる新

株予約権とは別に、割り当てられた新株予約権のうち上記①に定める行使の条件を満たす新株予

約権の個数の５分の１の個数（１個に満たない数が生じる場合は、これを切り捨てて計算した数

とする。）の新株予約権を行使することができる。但し、前号の定めに従い行使できる新株予約

権が残存する場合、当該新株予約権の全部が行使されることを条件として、本号の定めに従い新

株予約権を行使することができる。

（ⅲ） 2028年４月１日から2033年３月31日までは、前各号の定めに従い前各号の期間において行使でき

る新株予約権とは別に、割り当てられた新株予約権のうち上記①に定める行使の条件を満たす新

株予約権の個数の５分の１の個数（１個に満たない数が生じる場合は、これを切り捨てて計算し

た数とする。）の新株予約権を行使することができる。但し、前各号の定めに従い行使できる新

株予約権が残存する場合、当該新株予約権の全部が行使されることを条件として、本号の定めに

従い新株予約権を行使することができる。
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（ⅳ） 2029年４月１日から2034年３月31日までは、前各号の定めに従い前各号の期間において行使でき

る新株予約権とは別に、割り当てられた新株予約権のうち上記①に定める行使の条件を満たす新

株予約権の個数の５分の１の個数（１個に満たない数が生じる場合は、これを切り捨てて計算し

た数とする。）の新株予約権を行使することができる。但し、前各号の定めに従い行使できる新

株予約権が残存する場合、当該新株予約権の全部が行使されることを条件として、本号の定めに

従い新株予約権を行使することができる。

（ⅴ） 2030年４月１日から2035年３月31日までは、前各号の定めに従い前各号の期間において行使でき

る新株予約権とは別に、割り当てられた新株予約権のうち上記①に定める行使の条件を満たす新

株予約権の個数から、前各号本文の定めに従い行使することができる新株予約権の個数として算

定される数の合計数を控除した個数の新株予約権を行使することができる。但し、前各号の定め

に従い行使できる新株予約権が残存する場合、当該新株予約権の全部が行使されることを条件と

して、本号の定めに従い新株予約権を行使することができる。

③ 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時において、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従業

員の地位にあることを要する。ただし、取締役又は監査役が任期満了により退任した場合、従業員が定年

で退職した場合、又は当社の取締役会においてその他正当な理由があると承認した場合は、この限りでは

ない。

④ 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。

⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

７ 会社が新株予約権を取得することができる事由および取得の条件

① 新株予約権者が権利行使をする前に、上記新株予約権の行使条件の定め又は新株予約権割当契約の定めに

より新株予約権を行使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約

権を無償で取得することができる。

② 当社は、以下イ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要

の場合は当社の取締役会で承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で

取得することができる。

イ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ロ 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

ハ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

ニ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

ホ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

８ 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。)を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第２３６条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編

対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記４(1)に準じて決定する。
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(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記

４(2)で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記８(3)に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記４(3)に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記４(3)に定め

る行使期間の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記４(4)に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の株主総会（再編対象会社が取締役会設置会社である場合

は、取締役会）の決議による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記６に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

上記７に準じて決定する。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

９ 新株予約権証券に関する事項

新株予約権証券は発行しない。

10 新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日

2023年２月９日

11 申込期日

2023年１月24日

12 新株予約権の割当ての対象者およびその人数ならびに割り当てる新株予約権の数

当社の取締役及び従業員ならびに当社子会社の従業員29人に対し7,350個

（自己株式の取得）

当社は、2023年２月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条第１項の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

１ 自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を実行するため、自己株式の取得を行います。

２ 自己株式取得に関する取締役会の決議内容

(1) 取得する株式の種類 当社普通株式

(2) 取得する株式の総数 800,000株を上限とする

　 （自己株式を除く発行済株式総数に対する割合 6.5％）

(3) 株式の取得価額の総額 640,000千円を上限とする

(4) 取得する期間 2023年２月13日～2023年７月４日

(5) 取得方法 信託方式による市場買付

　


